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　広島高裁は 2017 年 12 月 20 日，控訴人の確認請求の訴えを却下し，そ
の他の請求を棄却した（以下「本判決」）。公職選挙法 11 条１項２号の合









――広島地裁平成 28 年７月 20 日判決をふまえて――
新　井　　　誠





















（１） 　広島地判平成 28 年７月 20 日判時 2329 号 68 頁（評釈として，千國亮介・新・判例




広島法科大学院論集　第 14 号（2018 年）－ 69
ている。理由は，選挙権の理解自体が不十分なうえ，従来の最高裁判決をは
じめとする諸裁判例，なかでも在外国民の選挙権（行使）制限をめぐる平成




















（２） 　最大判平成 17 年９月 14 日民集 59 巻７号 2087 頁。
（３） 　長尾一紘「選挙に関する憲法上の原則（上）」Law School 12 号（1979 年）76 頁。


















































（７） 　大阪高判平成 25 年９月 27 日判例時報 2234 号 29 頁。評釈として，倉田玲・新・判
例解説Watch14 号（2014 年）39 頁，西村裕一・判例セレクト 2014［Ⅰ］８頁，稲葉
美香・平成 26 年度重要判例解説〔ジュリ 1466 号〕30 頁，金子匡良・自治研究 92 巻４
号（2016 年）130 頁等を参照。なお，大阪高裁に提出された意見書でもある，倉田玲「公
職選挙法第 11 条第１項第２号の憲法適合性の欠如」立命館法学 352 号（2013 年）2826
頁も参照（なお，倉田は，同論文の他にも「禁錮以上の刑に処せられた者の選挙権」
立命館法学　300・301 号（2005 年）876 頁などを含め，受刑者と選挙権をめぐる複数
の論稿を発表している）。


























（８） 　大石眞『統治機構の憲法構想』（法律文化社，2016 年）130 頁。




























































（９） 　最大判昭和 51 年４月 14 日民集 30 巻３号 223 頁。
（10） 　渡辺（他）・前掲注（6）415 頁。























































（11） 　小山剛『「憲法上の権利」の作法（第３版）』（尚学社，2016 年）166 頁。





























































































































































（12） 　例えば，平成 17 年判決の判断枠組みにつき「厳格な基準の破壊力は凄まじく」（木
下昌彦「公職選挙法の定める３か月記録要件の合憲性（東京高判平成 25・2・19）」判
例セレクト 2013［１］10 頁）との評価がある。
（13） 　東京地判平成 24 年１月 20 日判例時報 2192 号 38 頁。
（14） 　東京高判平成 25 年２月 19 日判例時報 2192 号 30 頁。














































































リスト 2012 年春季号 84 頁。




























































































































































































（18） 　東京地判平成 23 年４月 26 日判例時報 2136 号 13 頁。


























（19） 　大阪高判平成 25 年９月 27 日判例時報 2234 号 29 頁。





















挙権を不当に制限し，憲法の諸規定（前文，１条，43 条１項及び 15 条１項
など）に違反する。
（2）原審の広島地裁判決は，受刑者の選挙権制限を合憲とするための理由づ
けや，最高裁判決などの先例の理解が不十分なものであり，再考，見直しが
求められる。
